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我々社団法人日本青年会議所(以下日本

JC)は、全国 720 の地域に各地青年会議所が

あり、4万人の会員を擁し、「明るい豊かな

社会の実現」を目指して活動をしている団

体です。 

55 年余の歴史を有する青年会議所(JC)で

すが、防災への意識の高まりはやはり「阪神

淡路大震災」であったかと思います。各地青

年会 p 所においては、日頃より地域に密着

した活動を展開していますが、この「阪神淡

路大震災」の折には、地震発生の翌日には全

国から会員が現地に入り、炊き出しや衣料

品の配布などボランティア活動を展開し、

また長期間にわたって、入れ替わりで多く

の会員が現地に赴きボランティアに携わり

ました。その機動力や全国的なネットワー

クがマスコミにも大きく取り上げられまし

た。また、全国の青年会議所が中心となり被

災地の復興を応援する事業が全国的に展開

されました。この経験を通じて、多くの会員

が災害にたいして強い意識を持つようにな

ってきたと感じています。 

しかしその後については、日本 JC が持つ

全国的なネットワークを活かした活動がな

かなか展開できない状況が続いておりまし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たが、「福井・新潟水害」「新潟中越地震」を

機に、再び全国の会員の行動へと繋がりま

した。この災害では、JC が独自に活動する

というよりは、地方公共団体やその他のボ

ランティアの方々と連携をとりながら、よ

り効果的に活動する形に関わり方が変わっ

ていきました。現在、これらの経験を活かし、

より効果的に活動ができ、またボランティ

アの二次災害等安全部分への配慮も盛り込

んだ「防災ガイドライン」を JC 内部で整備

しているところです。 

それでは、青年会議所(JC)の防災への取

り組みの中で、いろいろな試行錯誤の末に、

地方公共団体やボランティアの方々との新

しい連携の形に取り組んだ、新潟での事例

を下記に紹介をしていきます。 

社団法人日本青年会 p 所及び社団法人日

本青年会議所北陸信越地区新潟ブロック協

議会(以下新潟ブロック協議会)と新潟県内

の各地青年会議所は、地域・会社・家庭にお

いて、次々に実際に目の前でおこる状況に

対応しながら、各々の立場で様々な災害復

旧・復興活動に取り組み、「防災」という課

題について考えています。今回は地方公共

団体と青年会議所が一緒になって行動して

特集 
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いる二つの事例を紹介したいと思います。 

 

 

【新潟県災害救援ボランティア活動連絡会】 

 

平成 16 年に発生した「7.13 水害」直後

に、三条市・見附市・中之島町(現長岡市)で

ボランティアセンターが立ち上がり、全国

から多くのボランティアが駆けつけ、被災

地の復旧・復興に大きな力を発揮しました。

そのノウハウや共助の精神は10月に発生し

た「新潟中越地震」においても活かされるこ

とになりました。「7.13 水害」「新潟中越地

震」の経験を元に「安全・安心立県」を標榜

する新潟県は、災害発生時における災害救

援ボランティアの活動の自主性・主体性が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発揮されるよう、平常時からの産官学民の

連携とネットワーク化の推進を図ることを

目的として平成 17 年 5 月 17 日に「新潟県

災害救援ボランティア活動連絡会」を立ち

上げました。この連絡会は、新潟県・新潟県

社会福祉協議会・日本赤十字新潟県支部・新

潟県共同募金会・新潟ブロック協議会・中越

復興市民会議などが構成団体となっており、

新潟ブロック協議会は幹事会の構成メンバ

ーでもあります。 

新潟県災害救援ボランティア活動連絡会

は、実際に新潟県内に災害が発生した時に

は、「新潟県災害救援ボランティア本部」を

設置し、各地の災害ボランティア活動を支

援することとなります。また、ボランティア

コーディネーターの研修・育成事業や活動 
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マニュアルの作成などを行い、構成メンバ

ーの多くが福井県に次いで全国で二番目と

なる「災害ボランティア活動促進条例」の策

定にも関わっております。 

以上述べてきたように、この連絡会に関

わる活動は「防災協力」というよりも「災害

ボランティア活動における協働」となりま

すが、新潟ブロック協議会においても新潟

県災害救援ボランティア活動連絡会との密

接な関係を念頭においた災害時の緊急マニ

ュアルを作成しており、これらのネットワ

ークを通じて、やがては「防災」という観点

からも地方公共団体との協力関係が築かれ

ていくと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中越復興市民会議】 

 

中越復興市民会議は、新潟中越地震から

約半年を経た平成 17 年 5 月 12 日に、新潟

県内各地の災害救援活動で中心となってい

たボランティアを中心に、学識経験者・行政

職員・青年会議所を含む経済団体関係者な

どで構成されたネットワーク組織であり、

産官学民の枠を越えたつながりを育てる中

間支援組織として誕生致しました。その設

立にあたり、「明るい豊かな社会」を目指す

社団法人日本青年会議所は全国の青年会議

所から寄せられた義援金を活動資金として

拠出し、新潟ブロック協議会と新潟県内の

青年会議所も積極的に関わっています。 
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現在では、「一人ひとりの小さな声を復興

の大きな流れへ」という合言葉のもと、①弱

者の声を制度・政策に反映させる②復興に

おける地域・地域住民の主体性を醸成させ

る③複合した課題に対しての協働による模

索のプロセスの大切にする、といった基本

的な考え方に基づいて①新たな地域福祉づ

くり(地域での助け合いづくり)②元気な復

興まちづくり(生きがい、生業づくり)③市

民と行政機関とのパートナーシップづくり

を行っています。 

復興における課題とは、被災者一人ひと

りの生活復興における課題の積み重ねであ

り、同時に、畑・田・仕事・収入・家族構成・

地域コミュニティーといった様々な環境の

違いと、被災度合いの違いが複雑に絡み合

う課題です。また、それに輪をかけるように、

つぎはぎだらけの制度や政策による分かり

にくさや矛盾によって一層複雑なものとな

っているのです。この課題に対し、震災直後

に立ち上げた「新潟県災害救援ボランティ

ア本部中越センター」に関わった人達は、早

くに個人個人の限界を感じ、それを補うも

のとして産官学民を越えたつながりを意識

しました。たとえ、一人ひとりの力は小さい

ものであっても、これをつなげることによ

り大きな力を作り出していきたい、という

のが新潟県災害救援ボランティア本部中越

センターでの活動から中越復興市民会議の

設立に至る「思い」でもあります。 

設立から今日まで、中越復興市民会議は

意識的に地方公共団体との連携関係づくり

を行ってきました。行政機関では、先程の

「新潟県災害救援ボランティア活動連絡会」

の項目でも申し述べましたように、今まで

の災害の教訓から、市民との協働の重要性

は十分認識していることと思います。しか

しながら、多少語弊があるかもしれません

が、いざ、目の前に、どこの馬の骨かもわか

らないような組織が立ち上がり、仮に地方

公共団体との協働を訴えたとしても、信頼

がおける組織かどうかを見極めるには時間

が必要であろうということは推察されます。 

中越復興市民会議もそのような認識の上

で、連携関係づくりを行ってきたつもりで

あり、先述しましたように新潟県災害救援

ボランティア活動連絡会の構成メンバーに

なるなど、現在では被災地の各行政機関と

の連携関係は良好なものとなってきていま

すし、今後も地方公共団体との協働をすす

めながら、行政機関にある縦割りの壁を越

えたつながりをつくり、その連携の中で、被

災地・被災者にとって目にみえる成果を出

していきたいと考えています。 

日々の活動を行う中で、国・県・市町村の

関係性はどうなっているのだろうか、被災

地の各行政機関は、寸暇を惜しんで被災地

の課題に真摯に取り組んでいるものの、客

観的には「孤軍奮闘」といった感もあり、制

度・政策の不備や矛盾に翻弄されているの

ではないかと感じることもあります。しか

し、「復興には正解はない」のであり、様々

な模索を繰り返し、右往左往するなかで、そ

の本質が見えてくる気がします。また、中越

地域における模索や試行錯誤は、我が国の

模範となるまちづくり・地域福祉・地域防

災・パートナーシップを試みるチャンスで

もありますし、この取り組みを行うことに

より先進的な地域になり得る可能性をも秘

めていると考えます。被災市町村行政機関
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との協働の中で、同じ志を持ちながらも異

なった目線で一緒に活動することにより、

中越復興市民会議では、本当の「地方公共団

体との防災協力」についても考えていきた

いと思っています。 

 

 

まとめ 

 

現在の日本では、地球温暖化による異常

気象である集中豪雨や台風、また、活断層や

プレートの活発な活動による地震の増加な

ど、災害が起こりうる可能性が非常に高ま

ってきております。今まで災害が起こりに

くいと言われていた地域でも、災害が発生

しており、他人事ではなく日本全国どこで

も災害は起こりうると考えなければなりま

せん。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そのような中で、我々青年会議所（JC)は

今後起こりうる災害に対して、平時より災

害時における対応を準備すると共に、地方

公共団体の防災窓口や防災ボランティア組

織とのつながりをつくっておくことが、毎

年組織が変わる単年度制組織の青年会議所

(JC)としては何より重要だと考えています。 

また、すでに述べたように「防災ガイドラ

イン」の作成を進めると共に、具体的な例と

してあげた新潟県における新たな取り組み

「新潟県災害救援ボランティア活動連絡会」

と「中越復興市民会議」のノウハウを他の地

域でも活用できるよう進めていきたいと考

えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


